
①平成１２年度：電算棟基本設計及び現地調査、平成１３年度：電算棟実施設計及び現地調査、平成１４年度～平成１
６年度：電算棟建設工事監督、平成１８年度：事務棟基本設計及び現地調査、平成１９年度：電気工事及び旧電算棟解
体工事現地調査、平成１９年度～平成２１年度：旧電算棟解体工事監督、平成２２年度：旧事務棟等解体工事監督及
び空調設備増強工事

②住宅用火災警報機：　武蔵境宿舎（２４個設置）・下井草第２宿舎（１６個設置）・上馬宿舎（３２個設置）
共用部工事：　武蔵境・下井草宿舎

32.9

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①上石神井庁舎事務棟及び電算棟を対象に、国土交通省への支出委任により順次、旧事務棟及び旧電算棟の解体
設計並びに新電算棟の建築設計を行うのに必要な現地調査を実施。なお、平成１９年度には電力供給減に伴う電気工
事を実施し、また平成２２年には電算棟に設置の電算機器等に対する冷却効果不足解消のための空調設備増強工事
を行う。

②平成20年度については、武蔵境宿舎、下井草第２宿舎及び上馬宿舎住宅用火災警報機設置並びに武蔵境宿舎及
び下井草宿舎共用部工事一式を実施。（※２１年度執行額０の為いずれも２０年度の工事内容）

①上石神井庁舎の耐震強度については、「官庁施設の総合耐震計画基準」に基づく調査が行われた結果、同庁舎事
務棟及び電算棟は改修等の措置を講ずる必要があるとされており、上石神井庁舎の整備等を実施する。

②「国家公務員宿舎法」に基づいて労働保険特別会計雇用勘定職員に貸与する宿舎の整備等を実施するもの。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

54455.9

執行率 58.9% 26.7% 16.0%

事業番号 819

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

昭和27年度
施設整備費

（①上石神井庁舎の整備に関する経費/
②公務員宿舎特別修繕)

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

概ね妥当であるが、引き続き予算の執行状況等に留意し、今後見直すべきところは予算に反映すべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

当予算は、「官庁施設の総合耐震計画基準」等に基づき、老朽化又は耐用年数が過ぎている施設に対して、その修繕
又は整備を行う為のものであり、いわゆる義務的性格を持つものである。
今後も計画的な修繕、整備を行うことにより、効率的な執行を行うこととしたい。

①庁舎の整備については当省からの支出委任を受けた国土交通省により業者の選定が行われている。

②20年度支出は火災警報機設置、共用部工事一式に対するものであったが、いずれも複数の工事請負業者に見積を
請求し、その内容を精査した上で契約を締結している。また工事終了後には、その成果を十分に確認した上で支出を
行っている。

4.5

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 5

総事業費(執行ベース) 32.9 1.2 0.8

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室
①労働市場センター業務室

②雇用保険課

上位政策

①労働市場センター業務室長
②雇用保険課長職業安定局

労働保険特別会計雇用勘定

担当部局庁

－

83

1.2 0.8

関係する計
画、通知等

国家公務員宿舎法第17条
特別会計に関する法律第99条第2項第2号

官庁施設の総合耐震計画基準
（平成８年建設事務次官決定）

22年度 23年度要求

①



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

１．８百万円

Ａ．国土交通省

０．８百万円

【支出委任】

〔庁舎整備に係る支出委任〕

（職員旅費）

「うち事務費０．８百万円」

厚生労働省

公務員宿舎の特別修繕

B 株式会社アイコム

0.2百万円

共用部工事一式

C セコム株式会社

0.3百万円

住宅用火災警報機の設置

随 意 契 約随 意 契 約

※２１年度執行額０の為いずれも２０年度の工事内容

①

②



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.国土交通省 E.

使　途 金　額
(百万円）

職員旅費 庁舎解体に係る職員旅費 0.8

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 0.8

施工経費 共用部工事一式 0.2

B.株式会社　アイコム F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0.2 計

C.セコム株式会社 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

施工経費 住宅用火災警報機の設置 0.3

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0.3 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


